
越前市サテライトオフィス誘致補助金交付要綱  

（目的）  

第１条  この要綱は、市内にサテライトオフィスを開設・運営する県外事業者に

対して開設等にかかる経費に対し越前市サテライトオフィス誘致補助金（以下

「補助金」という。）を交付することにより、企業の立地を促進し、産業構造

の高度化及び雇用機会の拡大を図り、もって本市経済の健全な発展と市民生活

の安定向上に資することを目的とする。  

（通則）  

第２条  補助金の交付に関しては、この要綱の定めによるほか、越前市補助金等

交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。以下「交付規則」という。）、サ

テライトオフィス誘致補助金交付要綱（令和３年４月１日福井県施行）及びサ

テライトオフィス誘致補助金交付取扱要領（令和３年４月１日福井県施行）に

よる。  

（補助事業者等）  

第３条  補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、市内

にオフィスを設置する県外事業者とする。  

２  補助金の交付の要件は、次の各号のいずれにも該当することとする。  

(1) オフィスの設置が次のいずれかであること。  

ア  新規立地  

イ  新 規 立 地 時 の 事 業 開 始 か ら １ ０ 年 以 内 に 着 手 す る ２ 回 目 以 降 の 新 設 又

は増設  

(2) 事 業 開 始 １ 年 以 内 に 新 規 に ３ 名 以 上 （ 新 規 に 雇 用 す る 者 が 県 内 へ の Ｕ ・

Ｉターン者であるときは１名以上）を雇用すること。この場合において、第

５条の規定による補助金の指定申請があった日又は第７条の規定による土地

建物取得契約若しくは土地建物賃貸借契約の届出があった日において、雇用

している県内に住民票を有する者が退職又は転職したときは、その数を新規

雇用者の数から除することとし、新規雇用者が事業開始後２年目以降に退職

したときは、事業開始後３年間は当該退職者の数以上の者を新たに雇用しな

ければならないものとする。  



(3) ５年以上事業を行うこと。  

３  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率

等及び一事業あたりの交付限度額は、別表第１のとおりとする。  

４  補助金の額は、別表第２のとおりとする。  

（他補助金との重複交付）  

第４条  補助金の他に、補助対象経費を同じくする国及び県並びにこれらに準ず

る 団 体 等 か ら 他 補 助 金 の 交 付 が 行 わ れ て い る 、 又 は 交 付 が 見 込 ま れ る 場 合 は 、

その経費を補助金の補助対象経費から除くものとする。  

（補助金の指定申請）  

第５条  補助金の交付の指定を受けようとする事業者（以下「指定申請者」とい

う。）は、土地取得等に係る契約を締結した日から１年を経過した日又は事業

着手予定日の前１５日のいずれか早い日にまでに、次に掲げる書類を市長に提

出しなければならない。  

(1) 越 前 市 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 誘 致 補 助 金 補 助 対 象 事 業 指 定 申 請 書 （ 様 式 第

１号。以下「指定申請書」という。）  

(2) オフィス整備計画書（様式第２号）  

(3) 会社概要（経歴書、定款及び登記事項証明書の写し、組織図）  

(4) 配置図（位置図、平面図、立面図、事務機器等配置図）  

(5) 直近の決算書（３期）  

(6) 国 税 、 県 税 若 し く は 市 税 の 全 項 目 に 滞 納 が な い こ と を 証 明 事 項 と す る 納

税証明書又は納税状況の確認に関する同意書及び地方消費税の納税証明  

(7) 既 存 オ フ ィ ス の 雇 用 者 数 を 証 す る 書 類 （ 従 業 員 名 簿 、 事 業 所 別 被 保 険 者

台帳等）  

(8) その他市長が必要と認める書類  

（指定の通知）  

第６条  市長は、前条の規定による指定の申請があったときは、次に掲げる事項

を審査し、補助対象事業として指定するときは、越前市サテライトオフィス誘

致補助金補助対象事業指定通知書（様式第３号）により当該事業者に通知する

ものとする。  



(1) 設置するオフィスの計画が補助要件を満たすこと。  

(2) 設 置 す る オ フ ィ ス が 環 境 整 備 に つ い て 適 切 な 措 置 が 講 じ ら れ る と 認 め ら

れること。  

(3) オ フ ィ ス の 設 置 が 補 助 金 交 付 目 的 の 達 成 に 寄 与 す る も の で あ る と 認 め ら

れること。  

（土地建物取得契約及び土地建物賃貸借契約の届出）  

第７条  指定申請者は、土地建物の取得又は賃借にかかる費用に対する補助を受

けようとする場合は、第５条の規定による指定申請を行う前に、かつ、当該土

地建物の取得又は賃貸借の契約を締結した日から１０日以内に土地建物取得契

約等届出書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。  

（着手の届出）  

第８条  第６条の規定により指定を受けた指定申請者（以下「指定事業者」とい

う。）は、事業着手後１０日以内に着手届出書（様式第５号）を市長に提出し

なければならない。  

（事業計画の変更）  

第９条  指定事業者は、指定申請書等に記載された事項に変更があるときは、速

やかに越前市サテライトオフィス誘致補助金補助対象事業計画変更承認申請書

（様式第６号。以下「計画変更承認申請書」という。）を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更の場合は、この限りではない。  

（変更の承認）  

第１０条  市長は、計画変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査

し 、 越 前 市 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 誘 致 補 助 金 補 助 対 象 事 業 計 画 変 更 承 認 （ 不 承

認）通知書（様式第７号）により、当該指定事業者に審査の結果を通知するも

のとする。  

（事業計画の中止）  

第１１条  指定事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに越前

市サテライトオフィス誘致補助金補助対象事業指定辞退届出書（様式第８号）

を市長に提出しなければならない。  

(1) 指定申請書等に記載した事業を中止するとき。  



(2) 事業を変更したことにより補助対象の要件を満たさなくなるとき。  

（事業開始の届出）  

第１２条  指定事業者は、事業開始の日から１０日以内に事業開始届出書（様式

第９号）を市長に提出しなければならない。  

（状況報告）  

第１３条  指定事業者は、市長から求めがあったときは、事業の進捗状況を市長

に報告しなければならない。  

（補助金の交付申請）  

第１４条  補助金の交付の申請をしようとする指定事業者は、補助金交付年度の

４月末日（４月に交付見込みの場合は、前年度の３月末日）までに、次に掲げ

る書類を市長に提出しなければならない。この場合において、第５条の規定に

より市に提出した書類（提出後に変更があったものを除く。）については、提

出を省略することができる。  

(1) 越前市サテライトオフィス誘致補助金交付申請書（様式第１０号）  

(2) オフィス整備計画書  

(3) 会社概要（経歴書、定款及び登記事項証明書の写し、組織図）  

(4) 配置図（位置図、平面図、立面図、事務機器等配置図）  

(5) 直近の決算書（３期）  

(6) 国 税 、 県 税 若 し く は 市 税 の 全 項 目 に 滞 納 が な い こ と を 証 明 事 項 と す る 納

税証明書又は納税状況の確認に関する同意書及び地方消費税の納税証明  

(7) 既 存 オ フ ィ ス の 雇 用 者 数 を 証 す る 書 類 （ 従 業 員 名 簿 、 事 業 所 別 被 保 険 者

台帳等）  

(8) その他市長が必要と認める書類  

（補助金の実績報告）  

第 １ ５ 条  補 助 金 の 交 付 の 決 定 を 受 け た 指 定 事 業 者 （ 以 下 「 補 助 事 業 者 」 と い

う。）は、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。この場合におい

て 、 前 条 の 規 定 に よ り 市 に 提 出 し た 書 類 （ 提 出 後 に 変 更 が あ っ た も の を 除

く。）については、提出を省略することができる。  

(1) 越前市サテライトオフィス誘致補助金実績報告書（様式第１１号）  



(2) オフィス整備実績書（様式第１２号）  

(3) 会社概要（経歴書、定款及び登記事項証明書の写し、組織図）  

(4) 配置図（位置図、平面図、立面図、事務機器等配置図）  

(5) 直近の決算書（３期）  

(6) 国 税 、 県 税 若 し く は 市 税 の 全 項 目 に 滞 納 が な い こ と を 証 明 事 項 と す る 納

税証明書又は納税状況の確認に関する同意書及び地方消費税の納税証明  

(7) 既 存 オ フ ィ ス の 雇 用 者 数 を 証 す る 書 類 （ 従 業 員 名 簿 、 事 業 所 別 被 保 険 者

台帳等）  

(8) 投下固定資産一覧表  

(9) 雇用者一覧表  

(10) 投下固定資産額を証する書類  

(11) 新規雇用者数を証する書類  

(12) Ｕ・Ｉターン者の雇用を証する書類  

(13) 子育て世帯への支援を証する書類  

(14) 住居賃借料の実績を証する書類  

(15) 土地建物賃貸料の実績を証する書類  

(16) その他補助事業対象経費の実績を証する書類  

(17) その他市長が必要と認める書類  

２  前項の規定による書類の提出は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に

定める期日までに行わなければならない。  

(1) 事業開始の１年目  事業開始後１３月を経過した日又は補助金の交付の決定

を受けた日の属する市の会計年度終了後１０日を経過した日のいずれか早い日

まで  

(2) 事業開始の２年目  事業開始後２５月を経過した日又は補助金の交付の決定

を受けた日の属する市の会計年度終了後１０日を経過した日のいずれか早い日

まで  

(3) 事業開始の３年目  事業開始後３７月を経過した日又は補助金の交付の決定

を受けた日の属する市の会計年度終了後１０日を経過した日のいずれか早い日

まで  



（指定等の取消し）  

第１６条  市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

第６条の規定による指定を取り消すことができる。  

(1) 指定の要件を欠くに至ったとき。  

(2) 規則及びこの要綱の規定に違反したとき。  

(3) 虚偽その他不正の手段により、指定を受けたとき。  

(4) 正当な理由なく事業を休止、廃止又は事業規模を大幅に縮小したとき。  

(5) 国税、県税又は市税を滞納しているとき。  

２  市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付

規則第４条の規定による交付決定を取り消すことができる。  

(1) 前項各号（第３号を除く。）のいずれかに該当するとき。  

(2) 虚偽その他不正の手段により、交付の決定を受けたとき。  

（補助金の返還）  

第１７条  市長は、前条第２項の規定により交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、期限を定めて補助金の返還を命ずるもの

とする。  

（証拠書類等の整備）  

第１８条  補助事業者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を補助金の交付を受けた年度

の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。  

（財産処分の制限）  

第１９条  補助事業者は、補助金により取得し、又は効用の増加した財産につい

て、補助金交付後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の

交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなければならない。  

２  補助事業者は、補助金により取得し、又は効用の増加した財産（土地、建物

又は償却資産であって、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円

以上のものに限る。）を処分（補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう。）しようとするときは、処

分を行う日の３０日前までに財産処分承認申請書（様式第１３号）を市長に提



出し、その承認を受けなければならない。ただし、「補助事業により取得し、

又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和５３年通商産業省告示第３６０

号）」に定める処分制限期間を経過した場合はこの限りでない。  

３  市長は、前項の規定により財産処分承認申請書の提出があったときは、その

内容を審査し、財産処分承認（不承認）通知書（様式第１４号）により当該補

助事業者に審査の結果を通知するものとする。  

４  市長は、補助事業者が前項の規定により承認を得て財産を処分することによ

り収入があったときは、その一部又は全部を市に返納させることができる。  

（事業状況報告書）  

第２０条  補助事業者は、補助金の交付を受けた年度の翌年度から５年間、毎年

９月３０日までに市長に事業状況報告書（様式第１５号）により事業（補助金

の交付を受けた年度以降の事業に限る。）の報告をしなければならない。  

（補助事業者の責務）  

第２１条  補助事業者は、法令を遵守し、虚偽その他不正の手段をとることなく、

オフィスにおいて適切に事業を行わなければならない。  

（その他）  

第２２条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。  

附  則  

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。  



 


